
長崎県悪臭防止指導要綱
(昭和 59年 5月 1日 施行)_
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【要点】

I喚覚測定を用いた指善要綱であること

・臭気濃度 (希裸倍数)による
・
指導基準を採用していること。′

。地域指牢の,有無に関係なく、県下全壌に竜用されること。i

・臭気濃度測定及び事業者への指導については市町村長の黄務

であること      ,     ,'
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i長崎県悪臭防止指導要綱 II    
昭和59年 4角 21日

く目  的)                       | '
第1.条 この要韓囲は、工場界は事業場 (以下 f工場等」というも)における事業活動に伴
つて発生する悪臭により、住民の生活環境がそこなわれている場合 又ヽはそこなわれる
おそれのある場合に、悪臭を防止するために県、市町村及び工場等の設置者のとるべき

措置に関し必要な事項を定め、もつて住民の生活環境の保全に資することを目的とすると

(定  義)
第 2条 この要網において「悪臭」とは、住民の生活環境をそこなうおそれのある不快な
においをいう。

(適用地域 )

第 3条  この要綱の適用地域は、県下全域とする。

(指導基準)     :
第4条 この要綱による指導基準は、別記のとおりとするも

(測定方法)

第 5条 この要綱において悪臭の測定は、別に定める三点比較式臭袋法により行うものと
する。  ・

(県の資務)  ヤ

第 6条 県は、市町村の行 う悪臭測定及び悪臭の防止に関する施策に協力し、必要に応じ
指導′。助言を行うものとする。

(市町村の責務)           :
第 7粂 市町村長は、悪具公害を未然に防止するため、悪臭が発生するおそれのある工揚
等について必要に応じ事前に調査及び指導を行うものとする。

2 市町村長は、住民の生活秦琉を保全するため必要があると認める場合は、悪臭を発生
さぜている工場等について悪臭測定を行うものとする。              ・

3 市町村長は、前項の悪臭測定の結果、工場等から発生する悪臭が指導基準に適合せず、
住民の生活環境がそこなわれていると認める場合、又はそこなわれるおそれがあると認

める場合は、当該工場等の設置者に対し第 4条に定める指導基準を遵守するよう指導す
るものとするぉ

(事業者の資務)

第8条 工場等の設置者は、第4条【定める
°
指導基準を遵守するよう努めなければならな

Rrヽ。

(援
・
助)。                     「

第 9条 知事及び市町Ⅲ長ぃ、工揚等の設置者が行う悪臭防止対策i手ついて、技術的な助
言その他の援助に努めるものとする。

附  則  Ⅲ           … Ⅲ

この要網は、昭和 59年お月 1日 から施行すなと

i
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(別 記 )

指 導 基 準

1,排 出 基 準

工場等の敷地の境界線

における臭気の濃度

工場等の煙突その他の排

出鳳における臭気の濃度

第 1種区域 臭気濃度 20 臭気濃度 500

第 2種区域 臭気濃度 30 臭気濃度
'  i000

備 考 1.第 1種区域とはt′悪臭防止法第 3条の規定に基づいて失厨事が定めた規制地域
のうちの「A区域Jをいう。        ・      .・
2.第 2種区域とは、第11種区域以外の区域をいう。     .
3,臭気濃度と尊、具気のある空気を無臭の空気で臭気が感じられなくなるまで
希釈した場合の当該希釈倍数をいう。        ,
4.臭気濃度の測定は、別に定める三点比較式臭袋法により行うものとすると
5.煙突その他の排出口における排出基準は、排出日の案高さが5五未満のもの
については適用しないものとする。

2.施 設 基 準
(1)五揚等は、悪臭の漏れにくい構造の建物とすること。
(2)工場等の内部及び周辺は、悪臭が力生しないよう適正に管理すること。
(3)悪臭を発生する作業は、工場等の敷地のうち、可能な限り周辺に影響を及ぼぎな
|い位置及び建物内において行うこと。ただし、周囲の状況等から支障がないと認め

られる場合はこの腺りでない。

(4)工場等において発生する汚水、汚物等は、悪臭が発生しないよう適正に処理する
・
こと。

(5)悪臭を葬.生する原材料、製品等は、悪臭のもれにくい容器等に収納するとともに
建物内に保管すること

(6)悪臭を発生する施設等は、できる限り密F毎構造とし、かっ悪臭を外部に排出しな
とヽようみ有効な腕臭装置を設置し、適正に処理すること。
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